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(57)【要約】
【課題】媒体搬送装置の媒体搬送経路において、複数の
位置で媒体を検出可能な検出手段を安価に実現する。
【解決手段】プリンター１に設けられる媒体搬送装置９
において、媒体搬送経路Ｔ１において媒体を検出する検
出手段４０は、媒体搬送経路Ｔ１に対して第１の側に配
置され、第１の側から媒体搬送経路Ｔ１を挟んで対向す
る第２の側に向けて光を発する発光部４１と、媒体搬送
経路Ｔ１に対して第１の側であって、媒体搬送方向にお
いて発光部４１に対してずれた位置に配置されるととも
に、発光部４１から発せられた光を受光する受光部４２
と、媒体搬送経路Ｔ１に対して第２の側に配置され、発
光部４１から発せられる光を受光部４２に導く導光部材
４３とを備える。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　媒体を搬送する搬送部と、
　前記搬送部によって搬送される媒体が通る媒体搬送経路と、
　媒体搬送経路において媒体を検出する検出手段と、を備え、
　前記検出手段は、
　　前記媒体搬送経路に対して第１の側に配置され、前記第１の側から前記媒体搬送経路
を挟んで対向する第２の側に向けて光を発する発光部と、
　　前記媒体搬送経路に対して前記第１の側であって、媒体搬送方向において前記発光部
に対してずれた位置に配置されるとともに、前記発光部から発せられた光を受光する受光
部と、
　　前記媒体搬送経路に対して前記第２の側に配置され、前記発光部から発せられる光を
前記受光部に導く導光部材と、を備える、
ことを特徴とする媒体搬送装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の媒体搬送装置において、
　前記発光部は、前記媒体搬送方向において異なる位置に複数設けられ、
　複数の前記発光部のそれぞれから発せられる光を一つの前記受光部に導く複数の前記導
光部材を備える、
ことを特徴とする媒体搬送装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の媒体搬送装置において、
　前記受光部は、前記媒体搬送方向において異なる位置に複数設けられ、
　一つの前記発光部から発せられる光を複数の前記受光部のそれぞれに導く複数の前記導
光部材を備える、
ことを特徴とする媒体搬送装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の媒体搬送装置において、
　前記発光部は、前記媒体搬送方向と交差する幅方向において異なる位置に複数設けられ
、
　複数の前記発光部のそれぞれから発せられる光を一つの前記受光部に導く複数の前記導
光部材を備える、
ことを特徴とする媒体搬送装置。
【請求項５】
　請求項１から請求項４のいずれか一項に記載の媒体搬送装置において、
　前記搬送部は、二つのローラーで媒体をニップして搬送する搬送ローラー対を備え、
　前記発光部と前記受光部とは、前記媒体搬送方向において、前記搬送ローラー対のニッ
プ位置を挟んで配置される、
ことを特徴とする媒体搬送装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の媒体搬送装置において、
　前記搬送ローラー対は、前記媒体搬送方向と交差する幅方向において、間隔を空けて複
数配置されており、
　前記発光部及び前記受光部は、前記幅方向において、前記搬送ローラー対と重なるよう
に配置される、
ことを特徴とする媒体搬送装置。
【請求項７】
　請求項５に記載の媒体搬送装置において、
　前記搬送ローラー対は、前記媒体搬送方向と交差する幅方向において、間隔を空けて複
数配置されており、
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　前記発光部及び前記受光部は、前記幅方向において、前記搬送ローラー対に対してずれ
て配置され、
　前記導光部材は、前記二つのローラーの軸間方向において、前記搬送ローラー対と重な
る、
ことを特徴とする媒体搬送装置。
【請求項８】
　請求項２に記載の媒体搬送装置において、
　前記搬送部は、二つのローラーで媒体をニップして搬送する搬送ローラー対としての第
１搬送ローラー対と、前記媒体搬送方向において前記第１搬送ローラー対の下流側に位置
する前記搬送ローラー対としての第２搬送ローラー対と、を備え、
　前記受光部は、前記媒体搬送方向において、前記第１搬送ローラー対と前記第２搬送ロ
ーラー対との間に位置し、
　複数の前記発光部のうちの第１の発光部は、前記媒体搬送方向において、前記第１搬送
ローラー対の上流側に位置し、
　複数の前記発光部のうちの第２の発光部は、前記媒体搬送方向において、前記第２搬送
ローラー対の下流側に位置する、
ことを特徴とする媒体搬送装置。
【請求項９】
　請求項３に記載の媒体搬送装置において、
　前記搬送部は、二つのローラーで媒体をニップして搬送する搬送ローラー対としての第
１搬送ローラー対と、前記媒体搬送方向において前記第１搬送ローラー対の下流側に位置
する前記搬送ローラー対としての第２搬送ローラー対と、を備え、
　前記発光部は、前記媒体搬送方向において、前記第１搬送ローラー対と前記第２搬送ロ
ーラー対との間に位置し、
　複数の前記受光部のうちの第１の受光部は、前記媒体搬送方向において、前記第１搬送
ローラー対の上流側に位置し、
　複数の前記受光部のうちの第２の受光部は、前記媒体搬送方向において、前記第２搬送
ローラー対の下流側に位置する、
ことを特徴とする媒体搬送装置。
【請求項１０】
　請求項１から請求項９のいずれか一項に記載の前記媒体搬送装置と、
　前記媒体搬送経路を搬送される前記媒体に処理を行う処理部と、を備える、
ことを特徴とする媒体処理装置。
【請求項１１】
　請求項５から請求項９のいずれか一項に記載の前記媒体搬送装置と、
　前記媒体搬送経路を搬送される前記媒体に処理を行う処理部と、を備え、
　前記搬送ローラー対は、前記媒体搬送方向において、前記処理部の下流側に配置される
、
ことを特徴とする媒体処理装置。
【請求項１２】
　前記処理部として前記媒体に記録処理を行う記録部を備える記録装置である、ことを特
徴とする請求項１０または請求項１１に記載の媒体処理装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、媒体を搬送する媒体搬送装置、前記媒体搬送装置により搬送される媒体に処
理を行う媒体処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　媒体搬送装置によって搬送される媒体に処理を行う媒体処理装置において、媒体搬送経
路を搬送される媒体の位置を検出するため、媒体搬送経路に媒体検出手段が設けられるも
のがある。　
　媒体検出手段としては、例えば、媒体搬送経路に向けて光を発する発光部と、発光部か
ら発せられた光を受光する受光部と、を一対で備える光センサーが用いられる。　
　尚、媒体処理装置の例としては、媒体に記録処理を行う記録装置や、媒体の画像を読み
取る読み取り処理を行う画像読取装置が挙げられる。
【０００３】
　光センサーには、特許文献１の図６に示されるように、発光部と受光部とを媒体搬送経
路に対して同じ側に設け、発光部から発せられた光が媒体に反射した反射光を受光部が受
光した場合に媒体を検出する反射方式と、特許文献１の図７に示されるように、発光部と
受光部とを媒体搬送経路を挟んで対向するように設け、発光部から発せられた光を媒体が
遮って、受光部が受光しなくなった場合に媒体を検出する透過方式がある。　
　いずれの方式においても、受光部は、媒体搬送方向において発光部に対応する位置に設
けられており、受光部が発光部から発せられる光を受光するか否かで、媒体の有無を判断
する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１７－２２３７７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ここで、記録装置や画像読取装置等の媒体処理装置において、媒体検出手段は、例えば
、媒体搬送経路におけるジャムの検知や、媒体に処理を開始するタイミングを図るために
用いられる。このため、媒体搬送経路の搬送方向における複数の位置において媒体の検出
が求められる場合がある。　
　このような場合に、特許文献１のように、発光部と、媒体搬送方向において発光部に対
応する位置に設けられる受光部とによって構成される光センサーを媒体検出手段として用
いると、検出位置毎に発光部と受光部とが必要になり、製造コストが増加する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決する本発明の媒体搬送装置は、媒体を搬送する搬送部と、前記搬送部に
よって搬送される媒体が通る媒体搬送経路と、媒体搬送経路において媒体を検出する検出
手段と、を備え、前記検出手段は、前記媒体搬送経路に対して第１の側に配置され、前記
第１の側から前記媒体搬送経路を挟んで対向する第２の側に向けて光を発する発光部と、
前記媒体搬送経路に対して前記第１の側であって、媒体搬送方向において前記発光部に対
してずれた位置に配置されるとともに、前記発光部から発せられた光を受光する受光部と
、前記媒体搬送経路に対して前記第２の側に配置され、前記発光部から発せられる光を前
記受光部に導く導光部材と、を備えることを特徴とする。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】第１実施形態に係る媒体搬送装置を備えるプリンターの外観斜視図。
【図２】第１実施形態に係るプリンターの側断面図。
【図３】第１実施形態に係る媒体搬送装置の媒体搬送経路について説明する概略側断面図
。
【図４】第１実施形態に係る検出手段周辺の概略側断面図。
【図５】第１実施形態に係る検出手段による媒体の検出について説明する概略側断面図。
【図６】第１実施形態に係る検出手段周辺の概略平面図。
【図７】第１実施形態における検出手段の変更例を示す概略平面図。
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【図８】第１実施形態における検出手段の変更例を示す概略側断面図。
【図９】第２実施形態に係る検出手段周辺の概略側断面図。
【図１０】第２実施形態に係る検出手段による媒体の検出について説明する概略側断面図
。
【図１１】第２実施形態に係る検出手段による媒体の検出について説明する概略側断面図
。
【図１２】第２実施形態における検出手段の変更例を示す概略側断面図。
【図１３】第３実施形態に係る検出手段周辺の概略側断面図。
【図１４】第３実施形態に係る検出手段による媒体の検出について説明する概略側断面図
。
【図１５】第３実施形態に係る検出手段による媒体の検出について説明する概略側断面図
。
【図１６】第４実施形態に係る検出手段周辺の概略平面図。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、本発明について概略的に説明する。　
　本発明の第１の態様に係る媒体搬送装置は、媒体を搬送する搬送部と、前記搬送部によ
って搬送される媒体が通る媒体搬送経路と、媒体搬送経路において媒体を検出する検出手
段と、を備え、前記検出手段は、前記媒体搬送経路に対して第１の側に配置され、前記第
１の側から前記媒体搬送経路を挟んで対向する第２の側に向けて光を発する発光部と、前
記媒体搬送経路に対して前記第１の側であって、媒体搬送方向において前記発光部に対し
てずれた位置に配置されるとともに、前記発光部から発せられた光を受光する受光部と、
前記媒体搬送経路に対して前記第２の側に配置され、前記発光部から発せられる光を前記
受光部に導く導光部材と、を備えることを特徴とする。
【０００９】
　本態様によれば、前記検出手段は、前記媒体搬送経路に対して第１の側に配置され、前
記第１の側から前記媒体搬送経路を挟んで対向する第２の側に向けて光を発する発光部と
、前記媒体搬送経路に対して前記第１の側であって、媒体搬送方向において前記発光部に
対してずれた位置に配置されるとともに、前記発光部から発せられた光を受光する受光部
と、前記媒体搬送経路に対して前記第２の側に配置され、前記発光部から発せられる光を
前記受光部に導く導光部材と、を備えるので、一組の発光部と受光部によって、前記媒体
搬送経路において、前記発光部が設けられた位置と、前記受光部が設けられた位置との双
方において、媒体を検出することが可能となる。したがって、媒体搬送方向における位置
が異なる二箇所で媒体を検出する構成を少ない構成部材で安価に実現できる。尚、検出手
段による具体的な検出の仕組みについては、後で説明する。
【００１０】
　本発明の第２の態様は、第１の態様において、前記発光部は、前記媒体搬送方向におい
て異なる位置に複数設けられ、複数の前記発光部のそれぞれから発せられる光を一つの前
記受光部に導く複数の前記導光部材を備える、ことを特徴とする。
【００１１】
　本態様によれば、前記発光部は、前記媒体搬送方向において異なる位置に複数設けられ
、複数の前記発光部のそれぞれから発せられる光を一つの前記受光部に導く複数の前記導
光部材を備えるので、検出位置毎に受光部と発光部を設けることなく、前記媒体搬送方向
における位置が異なる複数の検出位置で媒体を検出することができる。
【００１２】
　本発明の第３の態様は、第１の態様において、前記受光部は、前記媒体搬送方向におい
て異なる位置に複数設けられ、一つの前記発光部から発せられる光を複数の前記受光部の
それぞれに導く複数の前記導光部材を備える、ことを特徴とする。
【００１３】
　本態様によれば、前記受光部は、前記媒体搬送方向において異なる位置に複数設けられ
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、一つの前記発光部から発せられる光を複数の前記受光部のそれぞれに導く複数の前記導
光部材を備えるので、検出位置毎に受光部と発光部を設けることなく、前記媒体搬送方向
における位置が異なる複数の検出位置で媒体を検出することができる。
【００１４】
　本発明の第４の態様は、第１の態様において、前記発光部は、前記媒体搬送方向と交差
する幅方向において異なる位置に複数設けられ、複数の前記発光部のそれぞれから発せら
れる光を一つの前記受光部に導く複数の前記導光部材を備える、ことを特徴とする。
【００１５】
　本態様によれば、前記発光部は、前記媒体搬送方向と交差する幅方向において異なる位
置に複数設けられ、複数の前記発光部のそれぞれから発せられる光を一つの前記受光部に
導く複数の前記導光部材を備えるので、検出位置毎に受光部と発光部を設けることなく、
前記幅方向における位置が異なる複数の検出位置で媒体を検出することができる。
【００１６】
　本発明の第５の態様は、第１の態様から第４の態様のいずれかにおいて、前記搬送部は
、二つのローラーで媒体をニップして搬送する搬送ローラー対を備え、前記発光部と前記
受光部とは、前記媒体搬送方向において、前記搬送ローラー対のニップ位置を挟んで配置
される、ことを特徴とする。
【００１７】
　本態様によれば、前記発光部と前記受光部とは、前記媒体搬送方向において、前記搬送
ローラー対のニップ位置を挟んで配置されるので、前記搬送ローラー対の上流側と、前記
搬送ローラー対の下流側との双方において、媒体を検出することができる。
【００１８】
　本発明の第６の態様は、第５の態様において、前記搬送ローラー対は、前記媒体搬送方
向と交差する幅方向において、間隔を空けて複数配置されており、前記発光部及び前記受
光部は、前記幅方向において、前記搬送ローラー対と重なるように配置される、ことを特
徴とする。
【００１９】
　本態様によれば、前記発光部及び前記受光部は、前記幅方向において、前記搬送ローラ
ー対と重なるように配置されるので、前記搬送ローラー対のニップ位置の近傍において前
記媒体の検出を行うことができる。以って、検出手段における媒体検出の正確性を高める
ことができる。
【００２０】
　本発明の第７の態様は、第５の態様において、前記搬送ローラー対は、前記媒体搬送方
向と交差する幅方向において、間隔を空けて複数配置されており、前記発光部及び前記受
光部は、前記幅方向において、前記搬送ローラー対に対してずれて配置され、前記導光部
材は、前記二つのローラーの軸間方向において、前記搬送ローラー対と重なる、ことを特
徴とする。
【００２１】
　本態様によれば、前記発光部及び前記受光部は、前記幅方向において、前記搬送ローラ
ー対に対してずれて配置され、前記導光部材は、前記二つのローラーの軸間方向において
、前記搬送ローラー対と重なるので、前記導光部材を前記軸間方向においてコンパクトに
配置することができる。
【００２２】
　本発明の第８の態様は、第２の態様において、前記搬送部は、二つのローラーで媒体を
ニップして搬送する搬送ローラー対としての第１搬送ローラー対と、前記媒体搬送方向に
おいて前記第１搬送ローラー対の下流側に位置する前記搬送ローラー対としての第２搬送
ローラー対と、を備え、前記受光部は、前記媒体搬送方向において、前記第１搬送ローラ
ー対と前記第２搬送ローラー対との間に位置し、複数の前記発光部のうちの第１の発光部
は、前記媒体搬送方向において、前記第１搬送ローラー対の上流側に位置し、複数の前記
発光部のうちの第２の発光部は、前記媒体搬送方向において、前記第２搬送ローラー対の
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下流側に位置する、ことを特徴とする。
【００２３】
　本態様によれば、前記第１搬送ローラー対の上流側と下流側、前記第２搬送ローラー対
の上流側と下流側において、媒体を検出することができる。
【００２４】
　本発明の第９の態様は、第３の態様において、前記搬送部は、二つのローラーで媒体を
ニップして搬送する搬送ローラー対としての第１搬送ローラー対と、前記媒体搬送方向に
おいて前記第１搬送ローラー対の下流側に位置する前記搬送ローラー対としての第２搬送
ローラー対と、を備え、前記発光部は、前記媒体搬送方向において、前記第１搬送ローラ
ー対と前記第２搬送ローラー対との間に位置し、複数の前記受光部のうちの第１の受光部
は、前記媒体搬送方向において、前記第１搬送ローラー対の上流側に位置し、複数の前記
受光部のうちの第２の受光部は、前記媒体搬送方向において、前記第２搬送ローラー対の
下流側に位置する、ことを特徴とする。
【００２５】
　本態様によれば、前記第１搬送ローラー対の上流側と下流側、前記第２搬送ローラー対
の上流側と下流側において、媒体を検出することができる。
【００２６】
　本発明の第１０の態様に係る媒体処理装置は、第１の態様から第９の態様のいずれかの
前記媒体搬送装置と、前記媒体搬送経路を搬送される前記媒体に処理を行う処理部と、を
備える、ことを特徴とする。
【００２７】
　本態様によれば、前記媒体搬送装置によって前記媒体搬送経路を搬送される前記媒体に
処理を行う処理部を備える媒体処理装置において、第１の態様から第９の態様のいずれか
と同様の作用効果が得られる。
【００２８】
　本発明の第１１の態様に係る媒体処理装置は、第５の態様から第９の態様のいずれかの
前記媒体搬送装置と、前記媒体搬送経路を搬送される前記媒体に処理を行う処理部と、を
備え、前記搬送ローラー対は、前記媒体搬送方向において、前記処理部の下流側に配置さ
れる、ことを特徴とする。
【００２９】
　本態様によれば、前記搬送ローラー対は、前記媒体搬送方向において、前記処理部の下
流側に配置されるので、前記処理部による処理後の媒体を搬送する前記搬送ローラー対の
上流側、または下流側において媒体を検出する構成とすることができる。
【００３０】
　本発明の第１２の態様に係る媒体処理装置は、第１０の態様または第１１の態様におい
て、前記処理部として前記媒体に記録処理を行う記録部を備える記録装置である、ことを
特徴とする。　
　本態様によれば、前記処理部として前記媒体に記録を行う記録部を備える記録装置にお
いて、第１０の態様または第１１の態様と同様の作用効果が得られる。
【００３１】
　［第１実施形態］
　本発明の一実施形態に係る媒体処理装置の一例である記録装置について、図を参照しつ
つ説明する。記録装置の一例として、インクジェットプリンター１について説明する。以
下、インクジェットプリンター１を単にプリンター１という。　
　尚、各図において示すＸ－Ｙ－Ｚ座標系は、Ｘ方向が記録部としての記録ヘッドの走査
方向であり、記録が行われる媒体の幅方向である。Ｙ方向が装置奥行方向であり、概ね媒
体搬送方向に沿う方向である。Ｚ方向は重力方向に沿う方向であり、装置高さ方向である
。また、＋Ｙ方向側を装置前面側とし、－Ｙ方向側を装置背面側とする。また、装置前面
側から見て左側を＋Ｘ方向、右側を－Ｘ方向とする。また、＋Ｚ方向を上方（上部、上面
等を含む）と言い、－Ｚ方向側を下方（下部、下面等を含む）と言う。また、プリンター
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１において媒体が搬送されていく搬送方向を「下流」と言い、これと反対の方向を「上流
」と言う。
【００３２】
■■■プリンターの概要■■■
　以下、図１～図３を参照して、プリンター１の概要について説明する。　
　図１に示すプリンター１は、記録ユニット２と、液体格納ユニット３と、を備えて構成
されている。　
　記録ユニット２は、図２に示すように、媒体に記録処理を行う「記録部」としての記録
ヘッド１０と、記録ヘッド１０に向けて媒体を搬送する媒体搬送装置９と、を含む各種構
成部を内部に備えている。記録ヘッド１０は、媒体に処理を行う「処理部」の一例でもあ
る。
【００３３】
　記録ヘッド１０の下方に位置するヘッド面には、図３に示すように、媒体搬送方向であ
るＹ軸方向に間隔を空けて配置される複数のノズル１１が設けられている。記録ヘッド１
０は、装置幅方向であるＸ軸方向に移動可能なキャリッジ２７に搭載されており、Ｘ軸方
向に移動しながらノズル１１から液体であるインクを媒体に吐出して記録を行う、インク
ジェット式の記録ヘッドとして構成されている。　
　プリンター１において記録が行われる媒体としては、一例として普通紙の他、薄紙、厚
紙、写真用紙のようなコート紙等の記録用紙が挙げられる。
【００３４】
　プリンター１は、記録機能だけでなく、例えば、原稿の読み取り機能、すなわち、スキ
ャナーを備える複合機として構成することができる。本実施形態においては、記録ユニッ
ト２の上部にスキャナー部４が設けられている。尚、図２では、スキャナー部４の詳細な
構成は省略されている。　
　装置上部前方側には、図１に示すように、スキャナー部４を含むプリンター１を操作す
る操作部５が設けられている。
【００３５】
　図１に示す液体格納ユニット３には、記録ヘッド１０に供給するインクを収容した不図
示の液体収容体が格納されている。インクは、液体格納ユニット３に格納された液体収容
体から不図示のチューブを介して記録ヘッド１０に供給される。
【００３６】
　記録ユニット２には、図２に示す記録ヘッド１０に向けて媒体を供給する上部供給機構
７が設けられている。図１において装置上部の後方側には、図２に示す上部供給機構７へ
の媒体セット部８のセット口を開閉する上部カバー２ａが設けられている。図２に示すよ
うに、上部カバー２ａを開くことにより、上部供給機構７を利用した媒体セット部８から
の媒体の給送が可能となる。
【００３７】
　また、記録ユニット２の下方には、図２に示すように、記録ユニット２の収容する「媒
体収容部」としての媒体トレイ６が設けられており、媒体トレイ６から記録ヘッド１０に
向けて媒体を供給する下部供給機構１２が設けられている。記録ヘッド１０は、上部供給
機構７または下部供給機構１２によって供給される媒体に記録を実行する。　
　尚、プリンター１には、記録ユニット２に内蔵される媒体トレイ６の他、記録ユニット
２の下部、或いは、液体格納ユニット３の下部に増設用の媒体収容ユニットを設けること
も可能である。
【００３８】
■■■プリンターにおける媒体搬送経路■■■
　図３を参照してプリンター１において媒体を搬送する媒体搬送装置９の媒体搬送経路に
ついて説明する。尚、媒体搬送装置９は、別の観点では、プリンター１から記録機能を省
いた装置と捉えることもできる。或いは、記録機能を備えていても、媒体搬送の観点に着
目すれば、プリンター１そのものが媒体搬送装置と捉えることもできる。　
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　図３において、符号Ｔ１で示す実線は、媒体トレイ６から下部供給機構１２によって給
送される媒体搬送経路を示している。以下、この経路を媒体搬送経路Ｔ１と言う。また、
符号Ｔ２で示す一点鎖線は、上部供給機構７によって給送される媒体搬送経路を示してい
る。この経路を媒体搬送経路Ｔ２と言う。
【００３９】
　また、プリンター１は、媒体の第１面への記録後に当該媒体を反転して、第１面の反対
面である第２面への記録を行う、所謂、両面記録を実行可能に構成されている。図３にお
いて符号Ｔ３で示す点線は、両面記録を実行する際に、第１面への記録後の媒体を反転す
る際に媒体が通るスイッチバック経路Ｔ３である。
【００４０】
　媒体搬送装置９には、媒体搬送経路において媒体を検出する検出手段４０が設けられて
いる。本発明の特徴となる検出手段４０については、媒体搬送経路について説明した後に
説明する。　
　以下において、媒体搬送経路Ｔ１、媒体搬送経路Ｔ２、スイッチバック経路Ｔ３の順に
説明する。
【００４１】
＜＜＜媒体トレイからの媒体搬送経路について＞＞＞
　図３に示す媒体搬送経路Ｔ１について説明する。媒体搬送経路Ｔ１には、媒体搬送装置
９において媒体を搬送する「搬送部」としての、下部供給機構１２、反転ローラー２０、
送りローラー２１、上流側搬送ローラー対３０、第１搬送ローラー対３１、及び第２搬送
ローラー対３２が設けられている。
【００４２】
　図３において、符号Ｐ１は、記録ユニット２の下部に設けられる媒体トレイ６にセット
された媒体束を表している。下部供給機構１２は、媒体トレイ６にセットされた媒体束Ｐ
１が１枚ずつ送り出す。下部供給機構１２は、ピックアップローラー１６、下部給送ロー
ラー１７、及び下部分離ローラー１８を備えている。
【００４３】
　媒体トレイ６に収容された媒体束Ｐ１は、媒体トレイ６からピックアップローラー１６
によって最上位の媒体がピックアップされた後、下部給送ローラー１７と下部分離ローラ
ー１８とでニップされて、反転ローラー２０に向けて送り出される。　
　ピックアップローラー１６が複数枚の媒体をピックアップした場合には、下部給送ロー
ラー１７と下部分離ローラー１８とによって一枚に分離される。ピックアップローラー１
６及び下部給送ローラー１７は、不図示の駆動源によって回転駆動される。
【００４４】
　反転ローラー２０は、その外周面で媒体を反転させつつ搬送するローラーである。符号
２２及び符号２４で示すローラーは、反転ローラー２０との間で媒体をニップする第１反
転従動ローラー２２及び第３反転従動ローラー２４である。媒体は、反転ローラー２０に
よって反転されて、媒体トレイ６において上を向いていた面が下を向いた状態で送りロー
ラー２１に向けて送られる。
【００４５】
　反転ローラー２０の下流側には、送りローラー２１が設けられている。尚、反転ローラ
ー２０及び送りローラー２１は、不図示の駆動源によって駆動される。　
　符号２５で示すローラーは、送りローラー２１との間で媒体をニップする第１送り従動
ローラー２５である。媒体は、送りローラー２１と第１送り従動ローラー２５とによって
ニップされて、送りローラー２１の下流側に位置する上流側搬送ローラー対３０に送られ
る。
【００４６】
　上流側搬送ローラー対３０は、媒体搬送方向において、記録ヘッド１０の上流側に設け
られている。上流側搬送ローラー対３０は、媒体において記録ヘッド１０により記録が行
われる面の反対面に接する上流側搬送駆動ローラー３０ａと、媒体において記録ヘッド１
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０により記録が行われる面と接して従動回転する上流側搬送従動ローラー３０ｂと、によ
って構成されている。
【００４７】
　媒体搬送方向において、記録ヘッド１０の下流側には、媒体を搬送する第１搬送ローラ
ー対３１及び第２搬送ローラー対３２が設けられている。第１搬送ローラー対３１は、媒
体において記録ヘッド１０により記録が行われる面の反対面に接する第１搬送駆動ローラ
ー３１ａと、媒体において記録ヘッド１０により記録が行われる面と接して従動回転する
第１搬送従動ローラー３１ｂと、によって構成されている。第２搬送ローラー対３２は、
第１搬送ローラー対３１の下流側に設けられ、媒体において記録ヘッド１０により記録が
行われる面の反対面に接する第２搬送駆動ローラー３２ａと、媒体において記録ヘッド１
０により記録が行われる面と接して従動回転する第２搬送従動ローラー３２ｂと、によっ
て構成されている。　
　上流側搬送駆動ローラー３０ａ及び第１搬送駆動ローラー３１ａ、及び第２搬送駆動ロ
ーラー３２ａは、不図示の駆動源によって回転駆動される。
【００４８】
　上流側搬送ローラー対３０によって、媒体は、記録ヘッド１０と対向する記録領域Ｋに
送られる。　
　記録ヘッド１０の下方、すなわち記録ヘッド１０に対向する位置には、媒体Ｐを支持す
る媒体支持部材３３が設けられている。媒体支持部材３３に支持されつつ記録領域Ｋを通
過する媒体に対して、記録ヘッド１０の複数のノズル１１からインクが吐出されて記録が
行われる。　
　記録ヘッド１０による記録後の媒体Ｐは、第１搬送ローラー対３１及び第２搬送ローラ
ー対３２によって排出トレイ１９に排出される。　
　尚、媒体支持部材３３には、媒体支持部材３３の支持面に媒体を吸着する吸着機構を設
けることができる。吸着機構には、例えば吸引吸着や静電吸着を用いることができる。
【００４９】
＜＜＜媒体セット部からの媒体搬送経路について＞＞＞
　続いて、同じく図３を参照して、媒体セット部８から上部供給機構７によって給送され
る媒体の搬送経路である媒体搬送経路Ｔ２について説明する。　
　上部供給機構７によって給送される媒体は、媒体セット部８にセットされる。媒体セッ
ト部８には複数枚の媒体をセット可能である。図３において、媒体セット部８にセットさ
れた媒体束を符号Ｐ２で示している。もちろん、媒体セット部８には一枚の媒体をセット
することも可能である。
【００５０】
　媒体セット部８は、図３に示すように、媒体搬送方向の上流側に設けられる回動軸８ａ
に対して揺動するホッパーとして形成されている。図２において、媒体セット部８の上流
側には、媒体束Ｐ２の後端側を支持するペーパーサポート３４が設けられている。ペーパ
ーサポート３４は、図２においてペーパーサポート３４の下方に位置する収納部３５に収
納可能、且つ、収納部３５から引き出し可能に構成されている。上部供給機構７による給
紙を行う場合には、ペーパーサポート３４が収納部３５から引き出され、上部供給機構７
の非使用時には、ペーパーサポート３４が収納部３５に収納されて、上部カバー２ａを閉
じることができる。
【００５１】
　図３に戻り、媒体セット部８の下流側には、上部供給機構７を構成する上部給送ローラ
ー１３、上部分離ローラー１４、及び下流側給送ローラー対１５が設けられている。　
　媒体セット部８は、先端が上部給送ローラー１３に近づくように揺動し、媒体セット部
８にセットされた媒体束Ｐ２の最上位の媒体が上部給送ローラー１３の回転によって下流
側に給送される。上部分離ローラー１４は、上部給送ローラー１３との間で媒体をニップ
して、複数の媒体を１枚に分離する。
【００５２】
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　上部給送ローラー１３によって給送される媒体は、更に下流側給送ローラー対１５によ
って下流側に送られる。下流側給送ローラー対１５は、下流側給送駆動ローラー１５ａと
、これに従動回転する下流側給送従動ローラー１５ｂとを備えて構成される。　
　上部給送ローラー１３及び下流側給送駆動ローラー１５ａは、不図示の駆動源によって
回転駆動される。
【００５３】
　媒体搬送経路Ｔ２は、送りローラー２１と第１送り従動ローラー２５とのニップ位置の
上流側の第１合流部Ｇ１において、前述した媒体搬送経路Ｔ１に合流する。　
　媒体搬送経路Ｔ２を搬送される媒体は、第１合流部Ｇ１から媒体搬送経路Ｔ１に入り、
その後は媒体トレイ６から給送された媒体と同様、上流側搬送ローラー対３０によって記
録領域Ｋに送られて記録ヘッド１０による記録が行われた後、第１搬送ローラー対３１及
び第２搬送ローラー対３２によって排出トレイ１９に排出される。
【００５４】
＜＜＜両面記録について＞＞＞
　続いて、両面記録を行う場合の搬送経路であるスイッチバック経路Ｔ３について説明す
る。　
　両面記録を行う場合、媒体の第１面に記録が行われた後、図３に示す上流側搬送ローラ
ー対３０、第１搬送ローラー対３１、及び第２搬送ローラー対３２を、記録時の回転方向
の逆方向に回転させる。このことによって、媒体は記録ヘッド１０によって記録を行う場
合の媒体搬送方向である＋Ｙ方向とは反対の逆搬送方向である－Ｙ方向に搬送される。－
Ｙ方向に搬送される媒体は、スイッチバック経路Ｔ３に入る。　
　スイッチバック経路Ｔ３において、媒体は、送りローラー２１と第２送り従動ローラー
２６とにニップされて－Ｙ方向に搬送され、更に、反転ローラー２０と第２反転従動ロー
ラー２３とにニップされて－Ｙ方向に搬送される。
【００５５】
　スイッチバック経路Ｔ３は、反転ローラー２０と第３反転従動ローラー２４とのニップ
位置の上流側の第２合流部Ｇ２において媒体搬送経路Ｔ１に合流しており、媒体は、媒体
搬送経路Ｔ１に入るとともに反転ローラー２０によって反転されて搬送される。このこと
によって、媒体は、直近の記録面である第１面が下を向き、第２面が上側、すなわち、記
録ヘッド１０に対向する姿勢で記録領域Ｋに送られる。　
　記録領域Ｋにおいて記録ヘッド１０による第２面への記録が行われた後、媒体は、排出
トレイ１９に向けて排出される。
【００５６】
■■■検出手段について■■■
　プリンター１の媒体搬送経路Ｔ１において、図３に示す記録ヘッド１０の下流側には、
検出手段４０が設けられている。尚、本実施形態においては、一例として、記録ヘッド１
０の下流側に位置する検出手段４０について説明するが、媒体の検出手段はこの位置に限
られず、媒体搬送経路Ｔ１において記録ヘッド１０の上流側や、媒体搬送経路Ｔ２、スイ
ッチバック経路Ｔ３にも設けることができる。
【００５７】
　本実施形態に係る検出手段４０は、図４に示すように、発光部４１と、受光部４２と、
導光部材４３とを備えて構成されている。　
　発光部４１は、媒体搬送経路Ｔ１に対して上側に配置され、上側から媒体搬送経路Ｔ１
を挟んで対向する下側に光Ｌを発する。発光部４１の光源としては、一例としてＬＥＤを
用いることができる。
【００５８】
　受光部４２は、発光部４１と同じく媒体搬送経路Ｔ１に対して上側であって、媒体搬送
方向であるＹ軸方向において発光部４１に対して上流側にずれた位置に配置されるととも
に、発光部４１から発せられた光Ｌを受光する。
【００５９】
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　導光部材４３は、媒体搬送経路Ｔ１に対して下側に配置され、発光部４１から発せられ
る光Ｌを受光部４２に導く。導光部材４３は装置側面視においてＵ字状に形成されており
、一端側４３ａが発光部４１と対向し、他端側４３ｂが受光部４２と対向するように配置
されている。　
　導光部材４３としては、一例として、アクリル系、スチレン系、ポリエチレン系、ポリ
カーボネート等の樹脂材料を用いることができる。また、ガラスを用いることもできる。
【００６０】
　本実施形態において、発光部４１と受光部４２とは、媒体搬送方向（Ｙ軸方向）におい
て、二つのローラーで媒体をニップして搬送する第１搬送ローラー対３１のニップ位置Ｎ
１を挟んで配置されている。
【００６１】
　尚、発光部４１及び受光部４２を媒体搬送経路Ｔ１に対して下側に配置し、導光部材４
３を媒体搬送経路Ｔ１に対して上側に配置することもできる。　
　つまり、発光部４１及び受光部４２は、媒体搬送経路Ｔ１に対して同じ第１の側に、媒
体搬送方向にずれて配置されており、導光部材４３は、発光部４１及び受光部が設けられ
た側から媒体搬送経路Ｔ１を挟んで対向する第２の側に配置されている。
【００６２】
　検出手段４０は、媒体搬送方向であるＹ軸方向において、発光部４１の位置と、受光部
４２の位置とにおいて、媒体を検出することができる。図５を参照して、検出手段４０に
よる媒体の検出について説明する。　
　図５の一番上の図に示すように、媒体Ｐの先端が検出手段４０に達する前は、発光部４
１から発せられた光Ｌが導光部材４３を通って受光部４２で受光される。
【００６３】
　図５の上から二番目の図に示すように、媒体Ｐの先端が受光部４２と導光部材４３との
間に位置するところまで搬送されると、媒体Ｐによって光Ｌが遮られ、受光部４２が光Ｌ
を受光しなくなる。受光部４２が受光状態から非受光状態に切り換わったことをもって、
媒体Ｐの先端が受光部４２と対向する位置まで搬送されたことを検出できる。　
　尚、図５において、光Ｌを受光しなくなった非受光状態の受光部４２を黒塗りで示し、
光Ｌを受光している受光状態の受光部４２を白抜きで示している。
【００６４】
　図５の下から二番目の図は、媒体Ｐが更に搬送された状態を示している。媒体Ｐの後端
が、受光部４２と対向する位置を通過しても、発光部４１と導光部材４３との間に媒体Ｐ
が位置している間は、発光部４１からの光Ｌが媒体Ｐによって遮られ、光Ｌは導光部材４
３に入らない。したがって、受光部４２は非受光状態のままである。
【００６５】
　図５の一番下の図に示すように、媒体Ｐの後端が発光部４１と対向する位置を通過する
と、発光部４１からの光Ｌが媒体Ｐによって遮られなくなり、光Ｌは導光部材４３を介し
て受光部４２に受光される。受光部４２が非受光状態から受光状態に切り換わったことを
もって、媒体Ｐの後端が発光部４１と対向する位置を通過したことを検出できる。
【００６６】
　このように、検出手段４０は、一組の発光部４１と受光部４２によって、媒体搬送経路
Ｔ１において、図５の上から二番目の図に示す発光部４１と対向する位置と、図５の一番
下の図に示す受光部４２と対向する位置との二箇所において、媒体Ｐを検出することが可
能である。すなわち、媒体搬送方向における位置が異なる二箇所で媒体を検出する構成を
少ない構成部材で安価に実現できる。
【００６７】
　また、本実施形態において、検出手段４０の発光部４１と受光部４２とは、媒体搬送方
向において、記録ヘッド１０の下流側に配置される第１搬送ローラー対３１のニップ位置
Ｎ１を挟んで配置されている。発光部４１と受光部４２がニップ位置Ｎ１を挟んで配置さ
れていることによって、第１搬送ローラー対３１の上流側と、第１搬送ローラー対３１の



(13) JP 2020-7125 A 2020.1.16

10

20

30

40

50

下流側との双方において、媒体Ｐを検出することができる。　
　また、両面記録を行う場合に、第１面への記録後の図５の一番下の図の状態から、媒体
Ｐをスイッチバックする際にも、第１搬送ローラー対３１の上流側と、第１搬送ローラー
対３１の下流側との双方において、媒体Ｐを検出することができる。
【００６８】
　特に、記録直後の媒体Ｐは、インクが染み込むことにより膨潤してカールし易い。この
ため、記録ヘッド１０の下流側に位置する第１搬送ローラー対３１の周辺においてはジャ
ムが生じ易い。　
　本実施形態の検出手段４０によれば、第１搬送ローラー対３１のニップ位置Ｎ１の上流
側に媒体Ｐの先端が到達したことと、第１搬送ローラー対３１のニップ位置Ｎ１の下流側
を媒体Ｐの後端が通過したことを検出できるので、第１搬送ローラー対３１の周辺におけ
るジャム検知の確実性を高めることができる。
【００６９】
　また、図６に示すように、第１搬送ローラー対３１は、媒体搬送方向と交差する幅方向
であるＸ軸方向において、間隔を空けて複数配置されており、発光部４１及び受光部４２
は、幅方向において、第１搬送ローラー対３１と重なるように配置されている。尚、第１
搬送ローラー対３１以外の他のローラーも、Ｘ軸方向において間隔を空けて複数配置され
ている。
【００７０】
　発光部４１及び受光部４２が、幅方向において第１搬送ローラー対３１と重なるように
配置されていることにより、幅方向において第１搬送ローラー対３１のニップ位置Ｎ１の
近傍において媒体の検出を行うことができる。以って、検出手段４０による媒体検出の正
確性を高めることができる。　
　尚、本実施形態において、受光部４２は発光部４１の上流側（－Ｙ側）に配置されてい
るが、逆に、受光部４２が発光部４１よりも下流側に設けられていても良い。
【００７１】
＜＜＜第１実施形態の変更例＞＞＞
　図７及び図８に、上記において説明した検出手段４０の変更例としての検出手段４０Ａ
を示す。　
　検出手段４０Ａの発光部４１Ａ及び受光部４２Ａは、図７に示すように、幅方向である
Ｘ軸方向において第１搬送ローラー対３１に対してずれて配置されている。また、導光部
材４３Ａは、図８に示すように、第１搬送ローラー対３１を構成する第１搬送駆動ローラ
ー３１ａと第１搬送従動ローラー３１ｂの軸間方向Ｄ、すなわち、図８において、符号Ｄ
を付した両矢印で示す方向において、第１搬送ローラー対３１と重なるように形成されて
いる。本実施形態において、軸間方向Ｄは、概ね高さ方向Ｚに沿う方向である。　
　以上の構成により、導光部材４３Ａを軸間方向Ｄにおいてコンパクトに配置することが
できる。
【００７２】
　また、発光部４１Ａ及び受光部４２Ａは、媒体搬送方向であるＹ軸方向において、第１
搬送駆動ローラー３１ａ及び第１搬送従動ローラー３１ｂと重なるように配置されている
。このことにより、検出手段４０Ａを媒体搬送方向においてコンパクトに配置することが
できる。また、図８に示すように、第１搬送ローラー対３１のニップ位置Ｎ１に対してよ
り近い位置で媒体を検出することができる。
【００７３】
［第２実施形態］
　本実施形態では、図９～図１１を参照して、検出手段の他の例である検出手段５０につ
いて説明する。　
　尚、本実施形態以降の実施形態において、第１実施形態と同じ構成部については、第１
実施形態と同じ符号を付して、その説明を省略する。
【００７４】
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　第２実施形態に係る検出手段５０は、図９に示すように、媒体搬送方向において異なる
位置に設けられる複数の発光部を備えている。本実施形態においては、媒体搬送経路Ｔ１
に対して上側に、第１の発光部５１と第２の発光部５２の二つの発光部が設けられている
。　
　二つの発光部に対し、受光部５３は一つであり、媒体搬送方向の上流側から、第１の発
光部５１、受光部５３、第２の発光部５２の順で配置されている。
【００７５】
　第１の発光部５１と受光部５３とは、媒体搬送方向において、第１搬送ローラー対３１
のニップ位置Ｎ１を挟んで配置されている。第２の発光部５２と受光部５３とは、媒体搬
送方向において、第２搬送ローラー対３２のニップ位置Ｎ２を挟んで配置されている。
【００７６】
　言い換えると、受光部５３は、媒体搬送方向において、第１搬送ローラー対３１と第２
搬送ローラー対３２との間に位置し、第１の発光部５１は、媒体搬送方向において第１搬
送ローラー対３１の上流側に位置し、第２の発光部５２は、前記媒体搬送方向において第
２搬送ローラー対３２の下流側に位置する。
【００７７】
　そして、媒体搬送経路Ｔ１に対して下側には、第１の発光部５１と第２の発光部５２の
それぞれから発せられる光を一つの受光部５３に導く第１導光部材５４と第２導光部材５
５とが設けられている。第１導光部材５４は、第１の発光部５１からの発光を受光部５３
に導く。第２導光部材５５は、第２の発光部５２からの発光を受光部５３に導く。
【００７８】
　以下において、図１０及び図１１を参照して、検出手段５０による媒体の検出について
説明する。　
　図１０の上図に示すように、媒体Ｐの先端が検出手段５０に達する前は、第１の発光部
５１から発せられた光Ｌ１は第１導光部材５４を通って受光部５３で受光され、第２の発
光部５２から発せられた光Ｌ２は第２導光部材５５を通って受光部５３で受光される。
【００７９】
　続いて、図１０の中図に示すように、媒体Ｐの先端が第１の発光部５１と第１導光部材
５４との間に位置するところまで搬送されると、媒体Ｐによって光Ｌ１が遮られて第１導
光部材５４に光Ｌ１が入らなくなるので、受光部５３には光Ｌ１が受光されなくなる。一
方、第２の発光部５２から発せられた光Ｌ２は受光部５３に受光される。　
　第１の発光部５１の発光と第２の発光部５２の発光の光量が同じである場合には、受光
部５３は、図１０の上図の状態の約半分の受光量になる。この状態を、半受光状態と言う
。　
　受光部５３が受光状態から半受光状態に切り換わったことをもって、媒体Ｐの先端が第
１の発光部５１と対向する位置まで搬送されたことを検出できる。　
　尚、図１０及び図１１において、半受光状態の受光部５３には斜線を施し、受光状態の
受光部５３を白抜きで示す。また、後述する非受光状態の受光部５３は、黒塗りで示す。
【００８０】
　媒体Ｐが更に搬送され、図１０の下図のように、媒体Ｐの先端が受光部５３と、第１導
光部材５４及び第２導光部材５５の双方と、の間に媒体Ｐが位置すると、第２の発光部５
２からの光Ｌ２が媒体Ｐによって遮られるので、光Ｌ２も受光部５３に受光されなくなり
、受光部５３は光Ｌ１及び光Ｌ２のいずれも受光しない非受光状態となる。　
　受光部５３が半受光状態から非受光状態に切り換わったことをもって、媒体Ｐの先端が
受光部５３と対向する位置まで搬送されたことを検出できる。
【００８１】
　図１１の上図に示すように、媒体Ｐの後端が受光部５３と対向する位置を通過すると、
第１の発光部５１からの光Ｌ１が第１導光部材５４を介して受光部５３に受光されるよう
になる。第２の発光部５２と第２導光部材５５との間には媒体Ｐがあるので、第２の発光
部５２からの光Ｌ２は受光部５３に受光されない。つまり、受光部５３は半受光状態とな
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る。　
　受光部５３が非受光状態から半受光状態に切り換わったことをもって、媒体Ｐの後端が
受光部５３と対向する位置を通過したことを検出できる。
【００８２】
　図１１の下図に示すように、媒体Ｐの後端が第２の発光部５２と対向する位置を通過す
ると、第２の発光部５２からの光Ｌ２が受光部５３に受光されるようになり、受光部５３
は光Ｌ１と光Ｌ２の双方を受光する受光状態になる。　
　受光部５３が半受光状態から受光状態に切り換わったことをもって、媒体の後端が第２
の発光部５２と対向する位置を通過したことを検出できる。
【００８３】
　このように、検出手段５０は、第１の発光部５１、第２の発光部５２及び受光部５３に
よって、媒体搬送経路Ｔ１における図１０の中図の位置と、図１０の下図の位置と、図１
１の上図の位置と、図１１の下図の位置と、との四つの位置における媒体Ｐの通過を検出
することが可能である。　
　すなわち、検出位置毎に受光部と発光部を設けることなく、複数の検出位置で媒体を検
出することができる。尚、発光部は、一つの受光部に対して三つ以上設けることも可能で
ある。
【００８４】
＜＜＜第２実施形態の変更例＞＞＞
　図１２に、上記において説明した検出手段５０の変更例としての検出手段５０Ａを示す
。　
　検出手段５０Ａは、図１２に示すように、第１の発光部５１Ａ、第２の受光部５２Ａ、
及び受光部５３Ａが、媒体搬送方向の上流側から、第１の発光部５１Ａ、第２の受光部５
２Ａ、受光部５３Ａの順で配置されている。　
　第１の発光部５１Ａは、第１搬送ローラー対３１の上流側に配置され、第２の受光部５
２Ａは、第１搬送ローラー対３１と第２搬送ローラー対３２との間に配置され、受光部５
３Ａは、第２搬送ローラー対３２の下流側に配置されている。
【００８５】
　また、図を省略するが、第１の発光部５１Ａ、第２の受光部５２Ａ、及び受光部５３Ａ
を、媒体搬送方向の上流側から、受光部５３Ａ、第１の発光部５１Ａ、第２の受光部５２
Ａ、の順で配置することも可能である。
【００８６】
　［第３実施形態］
　本実施形態では、図１３～図１５を参照して、検出手段の他の例である検出手段６０に
ついて説明する。　
　第３実施形態に係る検出手段６０は、図１３に示すように、媒体搬送方向において異な
る位置に設けられる複数の発光部を備えている。本実施形態においては、媒体搬送経路Ｔ
１に対して上側に、一つの発光部６１と、複数の受光部としての第１の受光部６２と第２
の受光部６３の二つが設けられている。　
　これらは、媒体搬送方向の上流側から、第１の受光部６２、発光部６１、第２の受光部
６３の順で配置されている。
【００８７】
　第１の受光部６２と発光部６１とは、媒体搬送方向において、第１搬送ローラー対３１
のニップ位置Ｎ１を挟んで配置されている。発光部６１と第２の受光部６３とは、媒体搬
送方向において、第２搬送ローラー対３２のニップ位置Ｎ２を挟んで配置されている。
【００８８】
　言い換えると、発光部６１は、媒体搬送方向において、第１搬送ローラー対３１と第２
搬送ローラー対３２との間に位置し、第１の受光部６２は、媒体搬送方向において、第１
搬送ローラー対３１の上流側に位置し、第２の受光部６３は、媒体搬送方向において、第
２搬送ローラー対３２の下流側に位置する。
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【００８９】
　そして、媒体搬送経路Ｔ１に対して下側には、発光部６１から発せられる光Ｌを、第１
の受光部６２に導く第１導光部材６４と、発光部６１から発せられる光Ｌを、第２の受光
部６３に導く第２導光部材６５とが設けられている。　
　つまり、一つの発光部６１から発せられる光Ｌを第１の受光部６２、第２の受光部６３
のそれぞれに導く複数の導光部材である第１導光部材６４及び第２導光部材６５を備える
。
【００９０】
　以下において、図１４及び図１５を参照して、検出手段６０による媒体の検出について
説明する。　
　図１４の上図に示すように、媒体Ｐの先端が検出手段６０に達する前は、発光部６１か
ら発せられた光Ｌは、第１導光部材６４及び第２導光部材６５のそれぞれを通り、第１の
受光部６２及び第２の受光部６３の双方において受光される。
【００９１】
　続いて、図１４の中図に示すように、媒体Ｐの先端が第１導光部材６４と対向する位置
まで搬送されると、媒体Ｐによって光Ｌが遮られて第１の受光部６２に光Ｌが受光されな
くなる。一方、第２の受光部６３は光Ｌを受光したままである。　
　第１の受光部６２のみが受光状態から非受光状態に切り換わったことをもって、媒体Ｐ
の先端が第１の受光部６２と対向する位置まで搬送されたことを検出できる。　
　尚、図１４及び図１５において、受光状態の第１の受光部６２または第２の受光部６３
を黒塗りで示し、受光状態の第１の受光部６２または第２の受光部６３を白抜きで示す。
【００９２】
　媒体Ｐが更に搬送され、図１４の下図のように、媒体Ｐの先端が発光部６１と対向する
と、発光部６１からの光Ｌが媒体Ｐによって遮られるので、光Ｌは第１導光部材６４にも
第２導光部材６５にも入らず、第１の受光部６２及び第２の受光部６３の双方が非受光状
態となる。　
　第１の受光部６２のみが非受光状態である状態から、第１の受光部６２及び第２の受光
部６３の双方が非受光状態である状態に切り換わったことをもって、媒体Ｐの先端が発光
部６１と対向する位置まで搬送されたことを検出できる。
【００９３】
　図１５の上図に示すように、媒体Ｐの後端が発光部６１と対向する位置を通過すると、
発光部６１からの光Ｌが第１導光部材６４を介して第１の受光部６２に受光されるように
なる。第２の受光部６３と第２導光部材６５との間には媒体Ｐがあるので、発光部６１か
らの光Ｌは第２の受光部６３に受光されない。　
　第１の受光部６２及び第２の受光部６３の双方が非受光状態である状態から、第２の受
光部６３のみが非受光状態である状態に切り換わったことをもって、媒体Ｐの後端が発光
部６１と対向する位置を通過したことを検出できる。
【００９４】
　図１５の下図に示すように、媒体Ｐの後端が第２の受光部６３と対向する位置を通過す
ると、発光部６１からの光Ｌが第１の受光部６２及び第２の受光部６３の双方に受光され
るようになる。　
　第２の受光部６３のみが非受光状態である状態から、第１の受光部６２及び第２の受光
部６３の双方が受光状態である状態に切り換わったことをもって、媒体の後端が第２の受
光部６３と対向する位置を通過したことを検出できる。
【００９５】
　このように、検出手段６０は、発光部６１、第１の受光部６２及び第２の受光部６３に
よって、媒体搬送経路Ｔ１における図１４の中図の位置と、図１４の下図の位置と、図１
５の上図の位置と、図１５の下図の位置と、との四つの位置における媒体Ｐの通過を検出
することが可能である。　
　すなわち、検出位置毎に受光部及び発光部を設けることなく、複数の検出位置で媒体を
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検出することができる。本実施形態においても、受光部は、一つの発光部に対して三つ以
上設けることが可能である。
【００９６】
　尚、図を省略するが、発光部６１、第１の受光部６２、第２の受光部６３を、媒体搬送
方向の上流側から、第１の受光部６２、第２の受光部６３、発光部６１の順、或いは、発
光部６１、第１の受光部６２、第２の受光部６３の順に配置することも可能である。
【００９７】
　［第４実施形態］
　本実施形態では、図１６を参照して、検出手段の他の例である検出手段７０について説
明する。　
　検出手段７０は、図１６に示すように、媒体搬送方向（Ｙ軸方向）と交差する幅方向（
Ｘ軸方向）において異なる位置に複数設けられる複数の発光部、すなわち、第１の発光部
７１及び第２の発光部７２と、第１の発光部７１及び第２の発光部７２のそれぞれから発
せられる光を一つの受光部７３に導く第１導光部材７４及び第２導光部材７５を備えてい
る。
【００９８】
　第１の発光部７１と受光部７３とは、媒体搬送方向において、第１搬送ローラー対３１
のニップ位置Ｎ１を挟んで配置されており、第２の発光部７２と受光部７３とは、媒体搬
送方向において、第１搬送ローラー対３１のニップ位置Ｎ１を挟んで配置されている。　
　本実施形態において、第１の発光部７１及び第２の発光部７２はニップ位置Ｎ１の上流
側に配置され、受光部７３はニップ位置Ｎ１の下流側に配置されている。　
　尚、媒体搬送方向における、第１の発光部７１及び第２の発光部７２と、受光部７３と
の位置関係は、図１６に示す配置と逆でもよい。すなわち、受光部７３をニップ位置Ｎ１
の上流側に配置し、第１の発光部７１及び第２の発光部７２をニップ位置Ｎ１の下流側に
配置することもできる。
【００９９】
　検出手段７０は、第１実施形態と同様、第１搬送ローラー対３１のニップ位置Ｎ１の上
流側と下流側の双方において媒体を検出できる。また、第１の発光部７１と第２の発光部
７２とは、媒体搬送方向において同じ位置であって、幅方向の異なる位置に設けられてい
るので、例えば、媒体が斜めに搬送されるスキューの発生を検出することが可能である。
【０１００】
　尚、第１の発光部７１と第２の発光部７２との、媒体搬送方向における位置を異ならせ
て設けることも可能である。　
　また、発光部が一つであり、発光部とは媒体搬送方向において異なる位置に配置する受
光部を、幅方向の位置を異ならせて複数設ける構成としてもよい。
【０１０１】
　以上、媒体処理装置の一例としてプリンターを実施形態として説明したが、例えば、搬
送される媒体に対して画像読み取り処理を行うスキャナーにおいても同様に対応すること
ができる。
【０１０２】
　また、本発明は上記において説明した実施形態に限定されることなく、特許請求の範囲
に記載した発明の範囲内で、種々の変形が可能であり、それらも本発明の範囲内に含まれ
るものであることは言うまでもない。
【符号の説明】
【０１０３】
１…インクジェットプリンター（媒体処理装置、記録装置）、２…記録ユニット、３…液
体格納ユニット、４…スキャナー部、５…操作部、６…媒体トレイ、７…上部供給機構、
８…媒体セット部、９…媒体搬送装置、１０…記録ヘッド（記録部）、１１…ノズル、１
２…下部供給機構、１３…上部給送ローラー、１４…上部分離ローラー、１５…下流側給
送ローラー対、１５ａ…下流側給送駆動ローラー、１５ｂ…下流側給送従動ローラー、１
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６…ピックアップローラー、１７…下部給送ローラー、１８…下部分離ローラー、１９…
排出トレイ、２０…反転ローラー、２１…送りローラー、２２…第１反転従動ローラー、
２３…第２反転従動ローラー、２４…第３反転従動ローラー、２５…第１送り従動ローラ
ー、２６…第２送り従動ローラー、２７…キャリッジ、３０…上流側搬送ローラー対、３
１…第１搬送ローラー対、３２…第２搬送ローラー対、３３…媒体支持部材、３４…ペー
パーサポート、３５…収納部、４０…検出手段、４１…発光部、４２…受光部、４３…導
光部材、５０…検出手段、５１…第１の発光部、５２…第２の発光部、５３…受光部、５
４…第１導光部材、５５…第２導光部材、６０…検出手段、６１…発光部、６２…第１の
受光部、６３…第２の受光部、６４…第１導光部材、６５…第２導光部材、７０…検出手
段、７１…第１の発光部、７２…第２の発光部、７３…受光部、７４…第１導光部材、７
５…第２導光部材、Ｔ１…媒体搬送経路、Ｔ２…媒体搬送経路、Ｔ３…スイッチバック経
路、Ｇ１…第１合流部、Ｇ２…第２合流部

【図１】 【図２】
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【図１３】 【図１４】
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